
​令和８年３月改訂​

​業務費内訳書等記載要領​
​【満期メーター取替業務用】​

​　　　　　　　 様式１－１　　業務費内訳書​

​　　　　　　　 様式１－２　　業務従事者賃金支給計画書​

​様式１－３　　社会保険料事業主負担分調書​

​　　　　　　　 様式１－４　　業務従事者作業計画書​

​＜注意事項＞​

​○様式は、入札書記載金額（契約希望金額から消費税及び地方消費税を除いた額）に​

​基づき作成してください。​

​○本要領に記載されている保険料率等は、直近改訂時のものを用いていますので、書類作​

​　　 成に当たっては、作成時点の料率を確認の上、作成してください。​

​札幌市水道局総務部総務課​



​業務費内訳書（様式1-1）記載要領​

​　業務費内訳書(様式1-1)は、入札書記載金額(​​契約希望金額から消費税及び地方消費税相当額​

​を除いた額。以下同じ。​​)に対する積算の内訳書となります。​

​記入に当たっては、​​『合計「(⑯＝⑦＋⑫＋⑮) 』の金額が入札書記載金額(契約希望金額か​

​ら消費税及び地方消費税相当額を除いた額。以下同じ。)と一致するよう​​、次の事項に留意の​

​上、作成してください。​

​項目名​ ​説　　　　　　　　　　　明​

​直接人件費その１​

​(①)​

​１　直接人件費は、「業務従事者賃金支給計画書（様式1-2。以下同じ。）」に掲げた業務従​

​事者が当該業務に直接従事するに当たり、その労働力を消費することによって発生する費​

​用で、当該従事者の賃金に相当します。​

​そのうちの『直接人件費その１（①）』は、入札書記載金額〔契約希望金額×100/110の​

​額〕の算出に当たって想定した直接人件費のうち、日常的に業務に従事する労働者(労働基​

​準法第９条に定める労働者)の給与(基本給、所定内手当)及び賞与の額の合計額を、記入し​

​てください。​

​なお、時間外手当や夜勤手当といった所定外手当や、臨時的に投入される業務従事者、​

​代替職員費用、役員等の報酬等は、当該項目の費用から除いてください。​

​２　『​​①の金額≧業務従事者賃金支給計画書の合計額（Ａ）​​』となるよう作成してくださ​

​い。​

​　　※上記の数式が満たされていない場合は、記載内容の不備と見なし、失格とします。​

​直接人件費その２​

​(②)​

​　「業務従事者賃金支給計画書」に掲げた業務従事者に関する時間外手当や夜勤手当の所定​

​外手当のほか、臨時的に従事する業務従事者の給与等の合計額を記入してください。​

​材料運搬費(③)​ ​業務に必要な材料の運搬に必要な燃料代等を記入してください。​

​共通仮設費(⑤)​

​直​​接​​的​​な​​業​​務​​費​​用​​で​​は​​な​​い​​も​​の​​の、​​業​​務​​を​​行​​う​​に​​当​​た​​り、​​必​​要​​と​​な​​る​​物​​品​​を​​消​​費​​す​​る​​こ​​と​

​によって発生する費用を記入してください。​

​（例）​
​・準備費～敷地整理等の準備に要する費用​
​・環境安全費～安全標識、消火設備等に要する費用​
​・屋外整理清掃費～屋外及び敷地周辺の後片付け等に要する費用​

​その他直接業務費​

​(⑥)​

​業務の履行に必要な直接的な費用で、​​『​​直接業務費計(④＝①＋②＋③)​​』​​及び​​『​​共通仮設​

​費(⑤)​​』​​に掲げた費用以外の費用​​を、記入してください。​

​業務従事者に係る​

​法定福利費(⑧)​

​１　「業務従事者賃金支給計画書」に掲げる業務従事者に係る被用者保険(健康保険、介護保​

​　険、厚生年金)の保険料、労災保険料、雇用保険料その他の社会保険料に係る事業主負担分​

​　の金額を記入してください。​

​２　​​『「業務従事者に係る法定福利費⑧」の金額　≧　「社会保険料事業主負担分調書(様式​

​1-3)」の合計額(Ｄ)​​』​

​となるよう作成してください。​

​３　​​『直接人件費その１①』に金額を計上しているにも関わらず、当該費用を計上していな​

​い場合は、記載内容の不備と見なし、失格とします。​

​業務従事者に係る​

​健康診断経費(⑨)​

​「業務従事者賃金支給計画書」に掲げた業務従事者の労働安全衛生法等に基づく定期健康​

​診断に係る費用を記入してください。​

​教育・訓練費(⑩)​
​　「業務従事者賃金支給計画書」に掲げた業務従事者の教育・訓練や研修に係る費用を記入​

​してください。​

​その他現場管理費​

​(⑪)​

​業務を実施する上で、受注者が現場業務を管理運営するために必要な直接業務費以外の費​

​用で、別枠で計上の『業務従事者に係る法定福利費（⑧）』、『業務従事者に係る健康診断​

​経費（⑨）』及び『教育・訓練費（⑩）』を除いた費用を記入してください。​

​(例)​
​・通信交通費～発注者等への連絡交通費、電話、郵便等の通信費​
​・安全管理費～危険防止等の安全管理に関する費用​
​・技術管理費～資料作成、諸手続、資格等の届出、その他技術管理上必要な費用​
​・業務従事者に係る被服費​



​一般管理費​

​（⑬）​

​一般管理費は、受注者が企業を維持・運営するために必要な純業務費及び現場管理費以外​

​の費用を記入してください。​

​（例）​

​・損害保険料、通信運搬費、光熱水費​
​・事務用消耗品、事務用備品費及び参考図書等の購入費、並びに減価償却資産の償却額​
​・直接業務費に係る業務従事者を除く従業員に対する給料、諸手当及び賞与、法定福利費​
​及び福利厚生費​

​その他費用​

​(⑭)​

​純業務費、現場管理費及び『一般管理費（⑬）』に掲げる以外の費用​
​（例）　付加利益など​



​【記載例】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　​​様式１－１​

​　　​



​業務従事者賃金支給計画書(様式1-2)記載要領​

​　​​業務従事者賃金支給計画書(様式1-2。以下同じ。)は、日常的に従事する業務従事者（労働基​

​準法第９条に規定する労働者）について、入札額の算定の際に想定した配置予定の業務従事者​

​毎に、その支給予定の所定内賃金や賞与等の支給計画となります。​

​　記入に当たっては、​​『【業務費内訳書(様式1-1)の「直接人件費その１①」の金額】　≧【業​

​務従事者賃金支給計画書の合計額Ａ欄(労災保険対象額)】』​​となるよう、次の事項に沿って作​

​成してください。​

​なお、時間外手当や夜勤手当のほか、臨時に従事する業務従事者や、代替要員に関する給与​

​等については、本様式から除いてください。​

​項目名​ ​説　　　　　　　　　　　　　　　　明​

​従事者№​

​「従事者№」は「１」から始まる連続番号を付記してください（この様式の従事者№を基準​

​とし、「社会保険料事業主負担分調書（様式1-3）」及び「業務従事者作業計画書（様式1-4)」​

​には、従事者№を転記して連動するように該当欄を記入してください。)。​

​年齢区分​

​本項目は、社会保険の加入義務について、年齢的な要件を満たしているかを確認することを​

​目的としています。ついては、入札金額の算定時において、配置を想定した業務従事者の年齢​

​区分について、該当する区分に「○」を付してください。​

​従事者区分​

​従事者区分は次の４区分としています。​

​A.業務責任者​

​B.主任技術者​

​C.接合工事等資格者​

​D.作業員​

​※A～Cの区分については、業務仕様書に記載されたとおりです（契約後、別途届出必　​

​　　　要）。​

​※Dについては、C.接合工事等資格者の実地監督のもと従事する労働者となります。​

​入札金額の算定時において、配置を想定した業務従事者の区分について、該当する区分に​

​「○」を付してください。​

​所定労働時間​

​配置を想定した業務従事者における「１日当たり」、「１週間当たり」及び「１月当たり」​

​の所定労働時間を、次のように記入してください。​

​１　「日」：１日当たりの平均所定労働時間​

​１日の所定内労働時間が異なる場合は「○～○」と記入してください。​

​２　「週」：１週間当たりの平均所定労働時間​

​①１日の所定労働時間及び週の労働日数が固定されている場合​

​例）毎週火・木曜日の週２日勤務、9：00～18：00（休憩1時間）の実働８時間の場合​

​⇒　​​２日×８時間＝１６時間/週​

​例）毎週月～金曜日の週５日勤務、9：00～13：00の実働４時間の場合​

​⇒　​​５日×４時間＝20時間/週​

​②　１日の労働時間が異なる、又は週の労働日数が固定されていない場合​

​ア　年間所定労働時間　÷　52週間/年　＝　週所定労働時間​

​イ　月所定労働時間　÷　4.3週/月　＝　週所定労働時間　​

​ウ　おおよその週労働日数又は月の労働日数等で計算する場合​

​例）おおよそ週３日勤務　×　５時間　＝　​​15時間/週​​　​

​例）おおよそ月13日の勤務　×４時間　÷　4.3≒　​​12時間/週​

​例）おおよそ週５日勤務​

​（おおよそ週３回×４時間勤務＝12時間）＋（週２回×６時間勤務＝12時間）＝​​24時​

​　　　　​​間/週​

​３　「月（a）」：１月当たりの平均所定労働時間​

​以下のいずれかの方法により、業務従事者の月の所定労働時間を記入してください。​

​①　年間所定労働日数（⇔年間休日数）及び１日の所定労働時間から計算できる場合：​

​年間所定労働日数　×　日所定労働時間　÷　12か月​

​②　上記以外で年間所定労働時間を出せる場合：　​​年間所定労働時間　÷　12か月​

​③　それ以外で計算する場合：　​​週所定労働時間　×　4.3週　＝　月所定労働時間​



​１月の​

​所定労働日数​

​所定労働時間における記入内容をもとに、配置を想定した業務従事者の月所定労働日数を記​

​入してください。​

​基本給形態​

​（金額）​

​配置を想定する業務従事者における基本給について、月給、時給又は日給のいずれかに​

​「○」を付し、その額を、下段の（　　　　）内に記入してください。​

​〔留意事項〕​

​日給を基本として一月の出勤日数に応じた月額給与を月１回支払う「日給月給制」を採用し​

​ている場合は、当該欄には「日給」に「〇」を付したうえ、基本となる日給額を(　　)内に記​

​載してください。​

​月支給額内訳​

​※時給・日給は​

​月 額 合 計​

​１　「給与Ａ①」（左欄）：​​最低賃金の計算に含まれる給与を記入してください。​

​①　基本給（b）(上段)～「基本給形態（金額）」欄に記入した基本給の金額をもとに、１月​

​当たりの支給額を記入してください。なお、基本給が時給又は日給の場合には、「所定労働​

​時間」欄に記入した「１月当たりの平均所定労働時間」や「１月の所定労働日数」を勘案の​

​上（乗じて）、１月当たりの支給額を記入してください。​

​　　（例）​

​　　　ア　時給の場合～月支給額　＝　○，○○○円/Ｈ　×　174Ｈ(１月当たりの平均所定労​

​　　　　働時間)​

​　　　イ　日給の場合～月支給額　＝　○，○○○円/日　×　２１日(１月の所定労働日数)​

​②　その他（c）(下段)～職務手当などの上記①の基本給以外の最低賃金の計算に含めるべき​

​手当の１月当たりの支給額を記入してください。​

​２​​　​​「給​​与​​Ｂ​​②​​」​​（右​​欄）​​：​​最​​低​​賃​​金​​の​​計​​算​​に​​含​​め​​な​​い​​通​​勤​​手​​当、​​精​​皆​​勤​​手​​当​​及​​び​​家​​族​​手​​当​​を​

​記入してください。​

​①　通勤手当(上段)～１月当たりの想定する通勤手当を記入してください。​

​②　精皆勤手当・家族手当(下段)～想定する精皆勤手当や家族手当の１月当たりの合計額を​

​記入してください。​

​※　１の「給与Ａ①」と２の「給与Ｂ②」の合計額が「月支給合計③」（所定内賃金）となり​

​ます。​

​月支給合計​

​③​

​（③＝①＋②）​

​業務従事者毎の１月当たりの支給額となります。​

​次の計算に基づき金額を記入してください。​

​「月支給額合計③」​

​＝「給与Ａ①」【基本給(ｂ)+その他(ｃ)】＋「給与Ｂ②」【通勤手当(上段)+精皆勤・家​

​　　族手当(下段)】​

​雇用期間​

​（​​　　　​​カ月）​
​業務履行に当たり、想定する従事者の雇用期間を（　　）内に記入してください。​

​雇用期間中​

​給与④​

​（③×＿​​カ月​​）​

​上記において記入した雇用期間中に想定する給与支給額を次の計算に基づき記入してくださ​

​い。​

​※欄中への雇用期間の記入も忘れないこと。​

​「雇用期間中給与④」 ＝ 「月支給合計③」×雇用期間○カ月​

​賞与等⑤​
​（雇用期間中の支​

​給額）​

​業務従事者毎において、上記雇用期間中に想定する賞与等の支給額を記入してください。​

​雇用期間​

​給与総支給額​

​（④＋⑤）​

​業務従事者毎において、上記雇用期間中に想定する給与の総支給額を次の計算に基づき記入​

​してください。　​

​「雇用期間給与総支給額」　＝　「雇用期間中給与④」＋「賞与等⑤」​

​社会保険​

​加入状況​

​配置を想定した業務従事者毎に、「雇用保険」及び「被用者保険（健康保険・厚生年金）」​

​の加入の有無について記入してください。保険種別毎に、加入義務がある(経費を見込んでい​

​る)場合には、当該項目欄に「○」を、加入義務がない(経費を見込んでいない)場合には「×」​

​を付してください。​

​なお、配置を想定した業務従事者が「被扶養者」又は「その他(健康保険の加入先が事業主負​

​担分のない後期高齢や国保の場合)」の場合は、「被扶養者又はその他」欄に「〇」を付してく​

​ださい。​



​最低賃金以上の​

​賃金状況確認​

​１　「給与Ａ①計 ➅」​

​最低賃金の計算に含める給与の月支給額合計となります。​​次の計算式に基づく金額を記入し​

​てください。​

​「給与Ａ➀計 ⑥」＝ 「給与Ａ➀（基本給(b)）」 ＋「 給与Ａ➀（その他(c)）」​

​２　「➅の１時間当たりの賃金（⑥/a）」​

​最低賃金（若しくは最低賃金引上げの答申のあった改定予定の最低賃金）以上の賃金を見積​

​もっているか確認するものです。​​次の計算に基づく１時間当たりの賃金(円未満端数切捨て)を​

​記入してください。​

​「⑥の１時間当たり賃金（⑥/a）」 ＝ 「給与Ａ➀の計 ➅ 」 ÷ １月当たりの平均所定労​

​働時間（「月（a）」）​

​※最低賃金を下回る金額であった場合には、失格とします。​

​保有資格等​ ​業務仕様書等において、配置を義務づけた資格や実務経験を有することなどが示されている​

​場合には、想定する業務従事者の該当欄にその保有する資格等を記入してください。​

​■労働条件​

​に係る事項​

​社会保険の加入義務の指標となる「同じ業務に従事している通常の正規労働者」の所定労働​

​時間を把握するものです。貴社の就業規則などを基準として、「１日」及び「１週間」の所定​

​労働時間、「１月」の所定労働日数のほか、法律の改正により、​​2024年10月からは「従業員数​

​51人以上の企業」において、一定の要件に該当する週20時間以上のパート・アルバイトの方々​

​が新たに社会保険の加入対象者​​となることから、その確認のため​​貴社の従業員数（正規職員数​

​＋週の労働時間が正規職員の3/4以上のパート等の従業員）​​を記入してください。​

​※　労働基準法上、所定労働時間は原則１日8時間、週40時間が上限です。なお、変形労働時間​

​制を適用した場合は、原則週平均40時間が上限です。（特例対象事業所は週（平均）44時間と​

​読み替えてください。）​



​【記載例】​



​社会保険料事業主負担分調書(様式1-3)記載要領​

​　​​「社会保険料事業主負担分調書(様式1-3。以下同じ。)」は、「業務従事者賃金支給計画書​

​(様式1-2。以下同じ。)」に記載した業務従事者に係る社会保険料の事業主負担分の算出調書と​

​なります。​

​　記入に当たっては、​​『【業務費内訳書(様式1-1)の「業務従事者に係る法定福利費⑧」の金​

​額】≧【社会保険料事業主負担分調書の合計額Ｄ欄】』​​となるよう、次の事項に沿って作成し​

​てください（各様式に整合性がなければ「失格」となりますので、注意して作成してくださ​

​い）。​

​項目名​ ​説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明​

​従事者№​
​「従事者№」は、「業務従事者賃金支給計画書」に記入した業務従事者毎に付番した「従事​

​者№」と連動するように「従事者№」を記入してください。​

​標準報酬月額​

​及び​

​標準賞与額​

​「業務従事者賃金支給計画書」に記入した業務従事者毎の賃金支給額について、以下の⑴及​

​び⑵に従い、標準報酬月額及び標準賞与額を導いて記入してください。​

​⑴　​​「給与」欄の記入に当たっては、「業務従事者賃金支給計画書」の「月支給合計③（③​

​＝①＋②）」に記入した業務従事者毎の支給額を、全国健康保険協会など(以下「協会けん​

​ぽ等」という。)の加入保険者が示す健康保険・厚生年金保険(被用者保険)の保険料額表に​

​当てはめ、標準報酬月額を導いて​​記入してください。​

​⑵　​​「賞与等」欄の記入に当たっては、「業務従事者賃金支給計画書」の「賞与等⑤（雇用​

​期間中の支給額）」に記入した業務従事者毎の支給額から千円未満を切り捨てた後の額​

​（標準賞与額）​​を記入してください。​

​健康保険・厚生年​

​金保険(被用者保​

​険)等の事業主負​

​担分に係る保険料​

​率及び負担額​

​１　協会けんぽ等の保険者が示す健康保険・厚生年金保険（被用者保険）の「保険料額表」又​

​は「保険料率表」をもとに、保険種別毎に事業主負担分の保険料率を記入するとともに、業​

​務従事者毎に記入した標準報酬月額及び標準賞与額に保険種別毎の保険料率を乗じて得た事​

​業主負担額を記入してください。​

​２　契約期間中に​​保険料率の変動が見込まれる（予定されている）場合は、業務履行開始日​

​(又は入札書提出期限日)の時点で適用となる保険料率を記入​​して作成してください。​

​そ　　の　　他​

​被用者保険(健康保険、介護保険、厚生年金保険)、子ども・子育て拠出金、​​子ども・子育て​

​支援金、​​労災保険料及び雇用保険の​​７種類​​以外に、見積もっている法定福利費がある場合、そ​

​の費用を記入してください。​

​（例）　中小企業退職金共済​

​合計（a）及び​

​雇用期間​

​（​​　​​カ月）合計​

​１　「合計（a）」欄には、業務従事者毎に記入した「給与」「賞与等」それぞれの各保険に​

​係る事業主負担分の合計を記入してください。​

​２　「雇用期間（＿カ月）合計」欄の記入に当たり、「給与」については、各従事者に係る​

​「給与」の「合計（a）」に記入した額に、「業務従事者賃金支給計画書」の「雇用期間」​

​に記入した期間を乗じて得た額を記入してください（※欄中への雇用期間の記入も忘れない​

​こと）。また、「賞与等」については、各従事者に係る「賞与等」の「合計（a）」に記入​

​した額をそのまま記入してください。​



​労災保険料​

​及び​

​雇用保険料​

​１　労災保険料及び雇用保険料の事業主負担分の費用を記入してください。​

​２ 「対象賃金額」には、｢業務従事者賃金支給計画書｣の「合計Ａ（労災保険対象額）」欄及​

​び「合計Ｂ（うち雇用保険対象額）」欄に記入した金額をそれぞれ記入してください。​

​３　労災保険及び雇用保険の​​事業主負担分の保険料率​​をそれぞれ記入してください。契約期間​

​中に​​保険料率の変動を見込んでいる場合は、業務履行開始日(又は入札書提出期限日)の時点​

​で適用となる保険料率​​を記入して作成してください。なお、労災保険料のメリット制を適用​

​している場合は、率が確認できる書類（労災保険率決定通知書）を添付してください。​

​＜注意＞​

​次の記載例で示した保険料率は、​​令和８年４月分（５月納付分）​​の適用保険料率を記載しています​​。​

​提出（算出）に当たっては、業務履行開始日(又は入札書提出期限日)時点で適用となる「保険料額​

​表」又は「保険料率表」を参考に作成してください。また、提出時には、加入先保険者が示す「保険​

​料額表」又は「保険料率表」も併せて添付願います。​

​【記載例】　​​　　　　　　　​



​　　　　　　　　　　　　​​業務従事者作業計画書(様式1-4)記載要領​

​　​​「業務従事者作業計画書(様式1-4)」は、満期メーター取替業務におけるメーター交換の作業​

​計画について、配置を想定している業務従事者毎に記入します。​

​　記入に当たっては、次の事項に沿って作成してください。​
​項目名​ ​説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明​

​従事者№​

​「従事者№」は、「１」から始まる連続番号を付記してください。​

​なお、「業務従事者賃金支給計画書」に記入した業務従事者毎に付番した「従事者№」と連​

​動するように記入してください。​

​従事者区分​

​上記「業務従事者賃金支給計画書（様式1-2）記載要領」中の「従事者区分」の項目を参考に​

​して該当する区分に「○」を付してください。​

​なお、「業務従事者賃金支給計画書」に記入した業務従事者毎に付番した「従事者区分」と​

​連動するように記入してください。​

​そ　の　他​

​　　メーター交換の作業計画については、下記の記載例に従い、業務履行前に提出する業務計画​

​表（仕様書：様式5-2）と整合性がとれるように個数を記入してください。また、縦と横の合計​

​が一致するように作成してください。​

​【記載例】​


